
日本住宅少額短期保険の現状

平成22年版／平成21年度決算

2010



日本住宅少額短期保険の現状

■目次

2010

会社概要

　1. 事業概要
　2. 株式に関する事項
　3. 会社役員に関する事項
　4. 主な業務の内容
　5. 平成21年度　業務の状況を示す主な計数

1

当社の少額短期保険事業運営について

当社の経営管理体制について

リスク管理体制

法令等遵守（コンプライアンス）体制

個人情報に関する取扱いについて

勧誘方針

保険募集制度

保険金支払と損害サービス

17

18

19

20

21

23

24

25



会社概要

商　号

創　業

資本金

総資産

純資産

本社所在地

代表取締役

従業員数

営業店舗数

代理店数

営業拠点

日本住宅少額短期保険株式会社

平成8年6月28日

142,000千円

937,445千円

134,120千円

大阪府大阪市北区芝田1-14-8（梅田北プレイス10F）

大江　一生（おおえ  かずお）

50名

4店

1,658店

【本社】
〒530-0012  大阪府大阪市北区芝田1-14-8（梅田北プレイス10F）
TEL.06-6485-6000　FAX.06-6485-6001
URL  http://www.njins.co.jp

【東京支店】
〒105-0003  東京都港区西新橋3-23-11（御成門小田急ビル6F）
TEL.03-6402-7758　FAX.03-6402-7759

【中四国支店】
〒730-0051  広島県広島市中区大手町3-8-1（大手町中央ビル5F）
TEL.082-545-2118　FAX.082-545-2121

【九州営業所】
〒812-0011  福岡県福岡市博多区博多駅前3-28-3（三州博多駅前ビル4F）
TEL.092-481-3470　FAX.092-481-3534

（平成22年3月31日現在）
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［事業概要］
当社は、平成20年4月1日の事業開始以降、全国主要都市における代理店保険募集網の整備・拡充を図り、平成22年3月末日
までに1,658店の代理店登録を完了しました。これに伴う代理店の指導強化を図るべく、支店・営業所の開設を進めました。

［決算概況］
当期決算から、収入保険料の計上方法を入金ベースから保険開始日ベースに改定したことにより、当初予定していた収入
保険料が減少しました。当期の営業方針として、他社大型代理店の乗合獲得による増収を大きく見込んでおりましたが、上
期の乗合件数が少なく増収見込額が減少しました。当年度の業績は、次の通りとなりました。元受保険料は、2,667,605千円
（対前年度106.2％）を計上しました。尚、支払備金として6,748千円、責任準備金122,297千円を計上し、当期純利益は△
68,761千円となりました。

［今後の課題］
事業規模の大幅な拡大に伴い、社内の組織体制の拡充および業務の外部委託先の機能強化を推進しておりますが、今後と
も代理店の保険募集ならびに保険金支払における法令遵守態勢の強化を図り、顧客サービスに徹した健全な事業運営に
努めてまいります。

1. 事業概要

〈1〉株式数
　　　　　　　　　　　発行可能株式総数　　　   10千株
　　　　　　　　　　　発行済株式の総数　　　2.84千株

〈2〉当年度末株主数　　　   7名

〈3〉大株主

2. 株式に関する事項

大江一生

①議決権付株式

株主の氏名又は名称

1.8 千株
持株数等 持株比率

100.00%
1.8 千株（合計） 100.00%

当社への出資状況

①議決権のない株式

Overseas Reinsurance Agents AG （ORA）
株式会社ループ
株式会社アーク・スリー・インターナショナル
株式会社トリニティジャパン

株主の氏名又は名称

0.6 千株
持株数等 持株比率

57.69%
0.2 千株

（合計）

19.23%
0.1 千株 9.62%
0.08 千株 7.69%

株式会社プレステージ・インターナショナル 0.04 千株 3.85%
黒木　康史 0.02 千株 1.92%

1.04 千株 100.00%

当社への出資状況
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［会社の目的］
当社は、次の業務を行うことを目的としています。
（1）少額短期保険業
（2）特定保険業
（3）前各号に附帯関連する一切の業務

［業務の内容］
当社が行っている主な業務は次のとおりです。
（1）少額短期保険業
　  賃貸入居者総合保険、賃貸事業者総合保険の引受を行っています。
（2）特定保険業
　  特定保険契約の維持・管理を行っています。

3. 会社役員に関する事項

4. 主な業務の内容

黒木　康史
大江　一生

五十嵐　純治
内藤　健三郎

大江　陽子
林　　昇

専務取締役　営業グループ
経営企画室　お客様相談室

代表取締役

取締役　総務グループ
取締役　損害サービスグループ
業務グループ

特定非営利活動法人
ユニバーサル・ケア理事長 認可取得済

取締役
監査役

氏　名 地位及び担当 重要な兼職 その他

組織図
株主総会

取締役会 保険計理人

経営企画室代表取締役

監査役

内部監査室

中国・四国エリア営業サポート室
（中四国支店） （九州営業所）

（東京支店）

九州エリア 近畿他エリア

総務 業務 損害サービス営業

総務部 経理部東日本営業部営業部付
代理店登録担当

西日本営業部

お
客
さ
ま
相
談
室

共
済
会
管
理
委
託
室

商品開発部 顧客サービス部 システム部 損害サービス部再保険部

（保険金支払
　検証委員会）

※少額短期保険業の組織

（リスク管理委員会）（コンプライアンス委員会）
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3. 保険種目の区分ごとの再保険に付した部分の控除を考慮しない発生損害額及び損害調査費    
　の合計額の既経過保険料（当該事業年度の既経過期間に対応する責任に相当する額として
　計算した金額をいう。以下この号において同じ）に対する割合及び事業費の既経過保険料に
　対する割合並びにその合算率

4. 保険契約を再保険に付した場合における当該再保険を引き受けた主要な保険会社等（第
　211条の52において準用する第71条第1項各号に掲げる者をいう。次号及び第6号において
　同じ）の数

（単位：％）

（単位：％）

平成20年度 平成21年度
格付区分 A+ A+
割　合 100 100

＊特定保険業者分含む

（単位：％）

保  険  種  目 内　訳 平成20年度 平成21年度
元受損害率 9.4 11.0
元受事業費率
合算率

67.2 74.8
76.7 85.8

5. 保険契約を再保険に付した場合における当該再保険を引き受けた保険会社等のうち支払再保
　険料の額が大きいことにおいて上位を占める5の保険会社等に対する支払再保険料の割合

6. 保険契約を再保険に付した場合における当該再保険を引き受けた主要な保険会社等の指定
　格付機関（企業内容等の開示に関する内閣府令第1条第13号の2に規定する指定格付機関を
　いう）又は海外においてこれと同等の実績を有する格付機関による格付に基づく区分ごとの
　支払再保険料の割合

（単位：千円）

平成20年度 平成21年度
未だ収受していない再保険金の額 ー ー

7. 未だ収受していない再保険金の額

当該再保険を引き受けた主要な保険会社等の数
平成20年度 平成21年度

2 2

平成20年度 平成21年度

100 100

当該再保険を引き受けた保険会社等のうち支払
再保険料の額が大きいことにおいて上位を占め
る5の保険会社等に対する支払再保険料の割合

火　災
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27382,848 0.007
ー ー
ー

ー
ー ー

（千円） 利息 （千円）利回り  （%）

平成20年度 平成21年度

現預金の額
金銭信託の額
有価証券の額

2. 現預金、元本補てんの契約のある金銭信託（外貨建てのものを除く）、有価証券、小計、その      
　他、合計の区分ごとの利息配当収入の額及びその他、合計を除く区分ごとの運用利回り

3. 保有有価証券の種類別（国債、地方債、政府保証債、証券取引法第2条第1項第3号に規定する
　有価証券、合計の区分をいう）の残高及び合計に対する構成比

27
ー

0.007
ー

382,848

382,848

ー
運用資産計
その他

27 0.007合計

13319,048 0.004
ー ー
ー

ー
ー ー

（千円） 利息 （千円）利回り  （%）

13
ー

0.004
ー

319,048

319,048

ー
13 0.004

平成20年度 平成21年度保有有価証券の種類別の残高及び合計に
対する構成比 ー ー

5. 有価証券の種類別（国債証券、地方債証券、政府保証債証券、証券取引法第2条第1項第3号に
　規定する有価証券の区分をいう）の残存期間別残高

平成20年度 平成21年度
有価証券の種類別の残存期間別残高

ー ー

4. 国債証券、地方債証券、政府保証債証券、証券取引法第2条第1項第3号に規定する有価証券、
　合計の区分ごとの保有有価証券利回り

平成20年度 平成21年度国債証券、地方債証券、政府保証債証券、証券取引法
第2条第1項第3号に規定する有価証券、合計の区分ご
との保有有価証券利回り ー ー

■責任準備金の残高
（単位：千円）

＊特定保険業者分含む

区　　分 年度 普通責任準備金 異常危険準備金 契約者配当準備金等 合計
平成20年度
平成21年度

ー6,352105,163 111,515
ー 122,2977,031115,265

火　災

別表（第211条の37第1項第3号二関係（少額短期保険業者））
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■法第272条の28において準用する法第130条第1号に係る細目

1. 第211条の59第1項第1号に規定する額 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度
純資産の額 202,881 134,120

2. 第211条の59第1項第2号に規定する額 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度
価額変動準備金の額 ー ー

3. 第211条の59第1項第3号に規定する額 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度
異常危険準備金の額 6,352 7,031

4. 第211条の59第1項第4号に規定する額 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度
一般貸倒引当金の額 ー ー

（単位：千円）

平成20年度 平成21年度
1から7までに掲げるもの以外のものの合計額 ー ー

5. 第211条の59第1項第5号に規定する額 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度
その他の有価証券の評価差額 ー ー

6. 第211条の59第1項第6号に規定する額 （単位：千円）

（単位：千円）

平成20年度 平成21年度
保有する土地の時価と帳簿価額の差額 ー ー

平成20年度 平成21年度
契約者配当準備金の額
社員配当準備金の額

ー ー
ー ー

7. 平成18年金融庁告示第14号第2条第3項の規定により第211条の59第1項第7号に規定する
　金融庁長官が定めるものの額に算入することができる額

8. 法第272条の28において準用する法第130条第1号に掲げる額のうち、1から7までに掲げるも
　の以外のものの合計額

別表（第211条の37第1項第5号ロ関係（少額短期保険業者））
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（単位：千円）

平成20年度 平成21年度
保険リスク相当額
一般保険リスク相当額
巨大災害リスク相当額

73,695 79,123
12,331
61,364

4,549
74,574

1.第211条の60第1号に規定する額（平成18年金融庁告示第14号第3条第1項第2号に規定す      
　る額を除く）

（単位：千円）

平成20年度 平成21年度
資産運用リスク相当額
価格変動等リスク相当額
信用リスク相当額
子会社等リスク相当額
再保険リスク相当額
再保険回収リスク相当額

36,496 39,688
386
3,828
ー

32,281
ー

377
3,190
ー

36,120
ー

2.第211条の60第2号に規定する額

（単位：千円）

平成20年度 平成21年度
経営管理リスク相当額 2,203 3,564

3.第211条の60第3号に規定する額

4.平成18年金融庁告示第14号第3条第1項第2号に規定する額

リスクの種類
普通死亡リスク 危険保険金額 ー 0.06 ー（A）
災害死亡リスク 災害死亡保険金額 ー 0.006 ー（B）

災害入院リスク 災害入院日額総額×
予定平均給付日数 ー 0.3 ー（C）

疾病入院リスク 疾病入院日額総額×
予定平均給付日数 ー 0.75 ー（D）

その他の第一・
第三分野リスク

異常危険準備金
積立限度額 ー 100 ー（F）

リスク対象 リスク対象金額 リスク係数 リスク相当額

（単位：％、千円）○一般保険リスク

火災リスク
正味発生保険金

その他の第二
分野リスク

正味既経過保険料
正味発生保険金

正味既経過保険料 812 9712
3,231
3,271
13,006

1,066
556
4,422

33
（E）

17
34
（G）

保険リスク相当額 （A+B+C+D+F）2+E2+G2 4,549

■法第272条の28において準用する法第130条第2号に係る細目
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保険の種類
火災保険 ー 74,574
その他の第二分野保険

地震災害リスク相当額 風水災害リスク相当額
（単位：千円）○巨大災害リスク

合計額 ー 74,574

巨大災害リスク相当額（R4） 74,574

○資産運用リスク

対象資産 リスク対象資産の額 リスク係数 リスク相当額
国債
地方債
政府保証債
その他
不動産

価格変動等リスク相当額

①価格変動等リスク

1ー ー
1ー ー
1ー ー
1ー ー
57,551 377

377

（単位：％、千円）

（単位：％、千円）

（備考）
その他とは、保険業法施行規則第211条の27第3号に規定する「金融商品取引法第2条第1項第3号に規定する債券
（前各号に掲げるものを除く）」を言う（公社公団債）。
国債を除く資産のうち、財務諸表等規則第8条第20項に規定するものは除く。

リスク対象資産 リスク対象資産の額 リスク係数 リスク相当額
ランク1
ランク2

債　券

預貯金

ランク3
ランク4
ランク1
ランク2
ランク3
ランク4

②信用リスク

0ー ー
1ー ー
4ー ー
30

1
4
30

ー
ー

ー
ー

ー
0

319,048
ー

ー
ー

3,190

3,190信用リスク相当額

（備考）
債券及び預貯金には未収収益（未収利息）を含む。
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リスク対象資産
株式
貸付金
株式
貸付金
株式
貸付金

事業形態 リスク対象資産の額 リスク係数 リスク相当額

子会社
国内会社

海外法人

国内会社及び海外法人にか
かわらず信用リスクのランク
4に該当する子会社

③子会社等リスク

10ー ー
1ー ー
15ー ー
6ー

ー
ー

ー
100
30

ー
ー

（単位：％、千円）

出再割合区　分 リスク対象金額 リスク係数 リスク相当額

出再に附した契約の
不積立責任準備金

出再に附した契約の
不積立支払備金

50％以下の部分
50％を超える部分

50％以下の部分
50％を超える部分

11,222,559 12,225
21,100,262 22,005
167,480 674
260,732 1,214

（単位：％、千円）

（備考）
子会社とは、保険業法第2条第12項に規定する会社をいう。
海外法人に対する円貨建の貸付金は国内会社に対する貸付金として、国内会社に対する外貨建の貸付金は海外法人
に対する貸付金として、それぞれ取り扱うものとする。

（備考）
繰越利益剰余金（相互会社にあっては、当期未処分剰余金）が零を下回る少額短期保険業者においては、
リスク係数を3％とし、それ以外の少額短期保険業者においては、2％とする。

ー子会社等リスク相当額

36,120再保険リスク

○経営管理リスク

④再保険リスク （単位：％、千円）

リスク対象金額 リスク係数 リスク相当額
再保険貸（外国再保険貸を含む） 1ー ー

79,123
39,688

（単位：％、千円）⑤再保険回収リスク （単位：％、千円）

資産運用リスク（B）
保険リスク（A）

（単位：％、千円）

3リスク係数（C）

3,564経営管理リスク相当額  （（A）+（B））×（C）
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株主資本等変動計算書

（単位：千円）

平成20年度金額科　　　目
株主資本
　資本金
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　新株の発行
　　　剰余金の配当
　　　当期純利益
　　　自己株式の処分
　　　株主資本以外の項目の当期変動額
　　　当期変動額合計
　　当期末残高
　資本剰余金
　　資本準備金
　　　前期末残高
　　　当期変動額
　　　　新株の発行
　　　　剰余金の配当
　　　　当期純利益
　　　　自己株式の処分
　　　　株主資本以外の項目の当期変動額
　　　　当期変動額合計
　　　当期末残高
　　その他資本剰余金
　　　前期末残高
　　　当期変動額
　　　　新株の発行
　　　　剰余金の配当
　　　　当期純利益
　　　　自己株式の処分
　　　　株主資本以外の項目の当期変動額
　　　　当期変動額合計
　　　当期末残高
　資本剰余金合計
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　新株の発行
　　　剰余金の配当
　　　当期純利益
　　　自己株式の処分
　　　株主資本以外の項目の当期変動額
　　　当期変動額合計
　　当期末残高
　利益剰余金
　　利益準備金
　　　前期末残高
　　　当期変動額
　　　　新株の発行
　　　　剰余金の配当
　　　　当期純利益
　　　　自己株式の処分
　　　　株主資本以外の項目の当期変動額
　　　　当期変動額合計

142,000

-
-
-
-
-
-

142,000
　
　
-
　
-
-
-
-
-
-
-
　
-
　
-
-
-
-
-
-
-
　
-
　
-
-
-
-
-
-
-
　
　
-
　
　-
-
-
-
-
-

142,000

-
-
-
-
-
-

142,000
　
　
-
　
-
-
-
-
-
-
-
　
-

-
-
-
-
-
-
-
　
-
　
-
-
-
-
-
-
-
　
　
-
　
　-
-
-
-
-
-

平成21年度金額
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　　　当期末残高
　その他利益剰余金
　　積立金
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　新株の発行
　　　剰余金の配当
　　　当期純利益
　　　自己株式の処分
　　　株主資本以外の項目の当期変動額
　　　当期変動額合計
　　当期末残高
　繰越利益剰余金
　　　前期末残高
　　　当期変動額
　　　　新株の発行
　　　　剰余金の配当
　　　　当期純利益
　　　　自己株式の処分
　　　　株主資本以外の項目の当期変動額
　　　　当期変動額合計
　　　当期末残高
　利益剰余金合計
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　新株の発行
　　　剰余金の配当
　　　当期純利益
　　　自己株式の処分
　　　株主資本以外の項目の当期変動額
　　　当期変動額合計
　　当期末残高
　自己株式
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　新株の発行
　　　剰余金の配当
　　　当期純利益
　　　自己株式の処分
　　　株主資本以外の項目の当期変動額
　　　当期変動額合計
　　当期末残高
　株主資本合計
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　新株の発行
　　　剰余金の配当
　　　当期純利益
　　　自己株式の処分
　　　株主資本以外の項目の当期変動額
　　　当期変動額合計
　　当期末残高
評価・換算差額等
　その他有価証券評価差額金
　　前期末残高
　　当期変動額

-

　
-
　
-
-
-
-
-
-
　-
　
△11,765
　
-
-

72,647
-
-

72,647
60,881
　
△11,765
　
-
-

72,647
-
-

72,647
60,881
　
-

　　
-
-
-
-
-
-
-
　
130,234
　
-
　-
72,647
-
-

72,647
202,881

　
-

-

　
-
　
-
-
-
-
-
-
　-
　
60,881
　
-
-

△68,761
-
-

△68,761
△7,879
　
60,881
　
-
-

△68,761
-
-

△68,761
△7,879
　
-

　　
-
-
-
-
-
-
-
　
202,881
　
-
　-
△68,761
-
-

△68,761
134,120

-
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　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
　　　当期変動額合計
　　当期末残高
　繰越ヘッジ損益
　　前期末残高
　　当期変動額　　　
　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
　　　当期変動額合計
　　当期末残高
　土地再評価差額金
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
　　　当期変動額合計
　　当期末残高
　評価・換算差額等合計
　　前期末残高
　　当期変動額　　　
　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
　　　当期変動額合計
　　当期末残高
新株予約権
　前期末残高
　当期変動額
　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
　　当期変動額合計
　当期末残高
純資産合計
　前期末残高
　当期変動額
　　新株の発行
　　剰余金の配当
　　当期純利益
　　自己株式の処分　　
　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
　　当期変動額合計
　当期末残高

-
-
　-
　
-
　
-
-
-
　
　-
　
-
　-
-
　
-
　
-
-
-

　　
-

　　
-
-
-
　
130,234
　
-
　-
72,647
　-
-

72,647
202,881

-
-
　-
　
-
　
-
-
-
　
　-
　
-
　-
-
　
-
　
-
-
-

　　
-
　
-
-
-
　
202,881

　
-
　-
△68,761
　-
-

△68,761
134,120

（注1）現金及び現金同等物の範囲

（注2）事業年度の末日における発行株式の数

現金
普通預金
振替用口座
定期預金

（預入期間 3ケ月更新）

618
372,229
-

10,000

800
266,764
41,483
10,000

合計 382,848 319,048

2,840 2,840

（単位：千円）

（単位：株）
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　当社は2000年12月1日に任意共済団体として営業を開始して以来、多くの皆様からご信頼とご支援を頂戴してま

いりましたが、この度、少額短期保険業者としての登録を得て、2008年4月1日より賃貸入居者・事業者等のお客様を

対象とする総合保険「賃貸入居者総合保険」と「賃貸事業者総合保険」の販売を開始することとなりました。

　当社は「お客様である賃貸住宅等入居者の立場に立った保険を設計・販売し、保険事故が発生した場合には、迅

速かつ公正な調査を行い、速やかに保険金のお支払いを完了する。」という企業理念を一層強く自覚すると同時に、

任意共済事業者、特定保険業者としての補償サービスの提供に努力してまいります。それによって、賃貸住宅入居

者、事業者であるお客様の生活と財産を適切にお守りし、お客様に第一に選んでいただける少額短期保険会社であ

るべく、全社員を挙げて業務に邁進いたします。

少額短期保険事業は、公共性・社会性の高い事業であり、公正な運営をはかるため、関係法令ならびに当局による

監督指針、ガイドライン等に従った適切な業務運営が求められております。しかしながら保険業界においては「保険

金の支払漏れ」、「保険料の過剰徴収」、「個人情報の漏えい」など、業務の不備による事故が多発し、お客様のみなら

ず広く国民の不信を招く事態が発生しております。

　当社は少額短期保険事業の開始にあたり、保険業界における不祥事故の発生を他山の石として、法令遵守を経営

の基本に置いた適正な事業運営を行う決意を新たにするとともに、契約者保護の観点に立った、公正、公平な業務

遂行を実現してまいりたいと考えます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本住宅少額短期保険株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   代表取締役社長　大江　一生

日本住宅少額短期保険株式会社の経営理念

●人と社会に対して、常にフェアな姿勢を貫く●

●いつも前向きに誇りと情熱をもって、仕事に取り組む●

●個人の幸福を追求し、仕事に全力を尽くす●

当社の少額短期保険事業運営について
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当社は少額短期保険業の公共性を重視し、各種法令の遵守を経営の基本理念と位置づけるとともに、少額短期保険
事業を取り巻く様々なリスクを的確に把握・管理し、業務の健全かつ適切な運営を確保するため、以下の経営管理体
制を確立しています。

当社の経営管理体制について

取締役会は明確な経営方針を定め、法令等の遵守、契約者の保護、リスク管理等の観点から重要な経営諸施策の方針を決
定し、かつ、適切な内部統制のシステムを構築しながら、業務遂行を監督してまいります。代表取締役はこれら取締役会の決
定をもとに職務を遂行し、組織全体に方針を周知徹底させます。

1. 取締役会

当社は、法令等の遵守、契約者の保護、リスク管理について適正な業務運営が行われるよう、以下の委員会を設け取締役会
の決定した経営方針が徹底されるよう努めています。

1）コンプライアンス委員会
法令遵守に関する方針および実施計画の策定と推進を担当し、そのための社内体制の整備ならびに、法令遵守に関する社
員教育・研修の実施を統括します。

2）保険金支払検証委員会
ご契約者からの保険金請求案件について、当社の保険約款ならびに「損害サービス業務マニュアル」および「保険金支払業
務規程」に基づく、保険契約者保護の視点に立った適切な保険金支払業務がなされているか、また、保険金の不払い、未払
い、誤払い等の案件が放置されていないかを検証し、担当部門に対して必要な是正措置を勧告します。

3）リスク管理委員会
当社の事業に関するリスクを分析し、リスク管理の基本となる方針および計画の策定ならびに社内のリスク管理体制の整
備を行うとともに、保険契約の引受、新商品の開発、また、事業運営に重大な影響を及ぼす突発的リスクが発生した場合の
対策等を統括します。

2. 各種委員会

内部監査室は、少額短期保険業者としての経営の健全性維持、法令遵守、保険契約者保護の重要性をふまえ、以下の点に
主眼を置き、業務運営の適法性および妥当性に関する監査を、毎年重点項目を定めながら計画的に実施し、その結果を取
締役会に報告します。

1）営業部門
法令に従った適正な保険募集がなされているか。

2）損害サービス部門
保険約款・社内規程に基づいた保険契約者保護の視点に立った適切な業務がなされているか、また、保険金の不払い、未
払い、誤払いについて検証と是正措置が適正に行われているか。

3）経理・財務部門
保険料の計上、責任準備金ならびに支払備金の計上、再保険勘定の管理が適正になされているか、また、事業計画に沿っ
たソルベンシーマージン比率、収益が確保されているか。

3. 内部監査室
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当社は、少額短期保険事業を行うに当たり直面する業務上の各種リスクについて、その発生に対して適切な予防的
施策を講じ、また、危機発生時に対応する社内体制の整備を推進するため、以下のリスクに対する管理体制を構築し
ています。当社の各業務担当が関連するリスクを管理するとともに、リスク管理委員会が組織横断的な業務に関連す
るリスクの管理と必要な施策の検討を行います。
また当社は、これらのリスクが顕在化し、契約者や代理店に重大な影響を及ぼし、当社業務に著しい支障が生じる事
態が発生した場合は、全社を挙げて迅速かつ適切な措置を講じ、正常な業務へ復旧するための危機管理体制を組
んでいます。

リスク管理体制

個別の保険契約引受に関するリスク、商品開発および商品改定等における内部管理上リスク、引受けた保険契約の保有と
再保険に関するリスク、適切な責任準備金または支払備金の積立に関するリスクなどをいいます。当社では、取締役会とリ
スク管理委員会との間の報告手順を定めた上で、保険事故発生の頻度、風水災等の広域災害等に対する分析と管理を行
い、適格な保険者との再保険取引によるリスクの分散を図るとともに、責任準備金・支払備金の積立を適正に行い経営の安
定化を図っています。

1.保険引受リスク

社員や代理店による保険契約事務上のミスや不正な処理により、当社が損失を被るリスクをいいます。当社は、保険契約の
データ入力、異動処理をシステム化し、システムチェック機能を使った契約の引受と保全に関連する事務ミスの大幅削減を
実現しています。

2.事務リスク

当社のコンピュータ・情報システムについての誤作動・停止、不正使用、セキュリティ対策の不備などによって、当社が損失
を被るリスクをいいます。これらのリスクに対応するため、当社では基幹システムの管理を第一級の情報管理会社へ委託
し、システムバックアップ、障害対策ならびにウイルスの監視等を実施しています。社内システムには厳格なファイアウォー
ルの設定、ウイルス対策ソフトウェアの導入、ID・パスワードによるアクセス管理を導入し、また、代理店用のオンライン契約
計上システムにはデジタル認証による端末のアクセス制限を採用して、不正利用からの防御を実施しています。

3.システムリスク

資産運用に係る市場リスク、信用リスク、市場流動性リスクなどをいいます。当社は資産の運用に当たり、安全性を最優先と
して投資先を選定し、流動性と安定した運用益の確保を行っております。また、資産運用は経理部が一元管理し、資金全体
の流動性を把握しています。

4.資産運用リスク
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当社は法令等の遵守（コンプライアンス）を経営の基本と位置づけ、以下の方針を定めています。

●当社は、『コンプライアンス』とは、少額短期保険事業全般に関するあらゆる法令および社内規程を遵守し、社会的
　規模に合致した誠実かつ公正な事業活動を行うことであると認識します。

●当社は、『コンプライアンス』を経営の最重要課題の一つと位置づけ、コンプライアンスの推進を通じて、お客様の
　要望と信頼に応えることを基本とした企業活動を行います。

●社内に『コンプライアンス委員会』を組織するとともに、当社のコンプライアンス規程を整備し、経営陣による社員
　研修とあわせ実効性のある体制作りを行います。

当社は法令遵守を推進するため以下の体制を確立しています。

●コンプライアンス委員会は、コンプライアンス規程の制定・改定、コンプライアンス・プログラムの策定・実施、個人
　情報保護に関する業務等を協議・起案する。

●コンプライアンス研修は、コンプライアンス委員長が計画し、実施する。

●日常業務の中でのコンプライアンスの実施は、各部門の役職者・社員が責任をもって行う。

●コンプライアンス実施状況については、各部門において自主点検を行い、不備がある場合は改善策を策定し実施
　する。点検結果、改善状況は、コンプライアンス委員長を通じて取締役会に報告される。

●社内監査室は、コンプライアンス状況について業務監査を行い、その結果を取締役会に報告する。

●コンプライアンス規程およびコンプライアンス実施体制に不備がある場合、コンプライアンス委員会は取締役会       
　の承認を得て迅速に改善措置を進める。

法令等遵守（コンプライアンス）体制

お客様の声に対する適切な対応について
お客様相談室の設置
当社では「お客様相談室」を設け、お客様からのご不満、ご意見、ご要望等をお受けし、関係部門と連携して迅速な問
題解決に努めています。

＊当社ホームページにも「お客様の声」を直接お受けするコーナーを設けています。

また、お客様からの貴重なご意見等は社内の各部門ならびに取締役会で情報を共有し、当社の商品、サービス、業
務プロセスの改善に生かしてまいります。

お客様の苦情やご相談に対応する機関について
日本少額短期保険協会は、お客様相談窓口を設置し、ご契約者ならびに一般消費者の方々からのご相談、ご照会、苦
情を受け付け、問題解決に向けて適切かつ妥当な助言を行っています。

＊詳しくは、日本少額短期保険協会のホームページ（http://www.shougakutanki.jp）をご確認ください。
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当社は、個人情報保護の重要性を深く認識し、個人情報保護法その他の関連法令、金融分野における個人情報保護
に関するガイドラインなどを遵守して、以下記載の通り個人情報の適正な取扱いを行います。

個人情報に関する取扱いについて

当社は、業務上必要な範囲で、適法かつ公正な手段により個人情報を取得いたします。また、これらの情報は次の目的のた
めに利用します。

　1）適正な保険契約の引受およびそれに関連する業務
　2）適正な保険金のお支払いおよびそれに関連する業務
　3）再保険契約の締結、再保険契約に基づく通知および再保険金の請求に関連する業務
　4）保険契約の満期・継続のご案内など当社業務に関する情報提供、もしくは業務運営・商品・サービスの充実
　5）その他、当社の保険事業遂行に関連、付随する業務

1.個人情報収集およびその利用の目的

最も一般的なものは、以下のとおりです。

　1）契約情報：ご契約者の住所・氏名・生年月日・性別・電話番号・被保険者となられる方の氏名・生年月日・保険契約者との
　　関係（続柄）・その他保険商品の引受または提供に必要となる情報
　2）事故情報：保険事故の内容に関する情報・保険金振込先預貯金口座番号

2.収集する個人情報の種類

当社は、以下の内容を含む、いわゆるセンシティブ情報については、ガイドラインで定められる場合を除き、その取得、利用
または第三者への提供を行いません。また、これらの情報を取得、利用または第三者に提供する場合は、あらかじめ本人の
同意を取得します。

　センシティブ情報の内容
　　・政治的見解
　　・宗教・思想・信条など
　　・労働組合への加盟
　　・門地および本籍地
　　・人種および民族
　　・医療および性生活

3.センシティブ情報について

主に保険契約申込書、保険金請求書や十分な安全保護措置を講じたWeb画面などに記載・入力された情報を業務上必要
な範囲で収集します。また、契約者・被保険者の方からの当社業務委託先への、電話・FAX等による事故の報告、保険金の請
求などの記録等も含まれます。

4.個人情報の収集方法

当社は、個人情報を第三者に提供する場合には、原則として本人の同意を取得いたします。ただし、次の場合には、本人の
同意を得ないで、第三者に個人情報を提供する場合があります。

　1）法令に基づいて個人情報の開示を求められた場合
　2）業務遂行上必要な範囲内で、代理店を含む当社の業務委託先に取扱いを委託する場合
　3）再保険契約に伴い当該保険契約の情報を再保険会社等に提供する場合

5.個人情報の第三者への提供
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当社は、適切な保険契約の締結および保険金支払いの為に、他の少額短期保険会社・損害保険会社等の間で個人情報を
共同利用します。

6.契約等情報交換制度

当社は、個人情報の漏えい・滅失・き損の防止、その他個人情報の安全管理のため必要な措置を講じこれを遵守すると共
に、その継続的改善に努めます。また、本人の情報を正確、最新なものにするよう努めます。業務委託先等に対しては、お客
様の情報の厳正な管理を求め、当社の利用目的以外の使用を行いません。

7.個人情報の安全管理

契約内容・事故に関する照会については、取扱代理店、最寄りの営業所、事故相談窓口にお問い合わせください。照会者が
本人であることをご確認させていただいたうえで対応いたします。

8.ご契約内容・事故に関するご照会

当社が保有する個人情報に関する事項の開示、訂正、利用停止等に関するご請求などについては、下記までお問い合わせ
ください。ご請求がご本人または正当な代理人であることを確認させていただくとともに、当社所定の書式に必要事項をご
記入いただいた上で手続きを行い、後日、原則として書面で回答いたします。回答にあたり、当社所定の手数料を頂戴する
ことがあります。
なお、当社が必要な調査を行った結果、ご本人に関する情報が不正確である場合には、その結果に基づいて正確な内容に
変更します。

【お問い合わせ窓口】
当社は、個人情報の取り扱いに関するご質問、苦情、ご相談に対し適切・迅速に対応いたします。また、個人情報の取り扱い
や保有個人データに関するご照会・ご相談等は、下記までお問い合わせください。

日本住宅少額短期保険株式会社
所在地：〒530-0012  大阪府大阪市北区芝田1-14-8（梅田北プレイス10F）
電話番号：06-6485-6000　FAX番号：06-6485-6001
受付時間：9：00～17：00（月～金）

9.個人情報保護法に基づく保有個人データの開示等のご請求

当社は、当社の契約者、代理店、株主をはじめ、一般消費者ならびに地域社会の皆様の当社の事業に対する理解を
促進し、適正なご評価をいただくために、ディスクロージャー誌ならびにホームページで、当社の事業に関する重要
な情報の適切な開示に努めています。当社のホームページには、商品・サービス・お手続き方法や会社情報、その他
当社からのお知らせを掲載しております。

日本住宅少額短期保険株式会社　ホームページ　　http://www.njins.co.jp

情報開示
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お客様　各位

当社は、保険商品の販売にあたり、保険業法、金融商品の販売等に関する法律、消費者契約法その他の関連法令等
を遵守し、以下の方針に基づき、お客様の立場に立った販売活動を行っています。

●お客様の保険商品に関する知識、ご経験、ご購入目的等に留意し、商品内容やリスク内容等について充分理解い  
　ただけるように、適切なご説明を心がけるとともに、お客様のご意向と実績に適した商品のご案内に努めてまいり
　ます。

●商品のご案内にあたりましては、お客様にとってご迷惑とならない時間帯・場所・方法により、適切に行うよう努め
　てまいります。

●お客様からの信頼を第一義とし、重要な事項を告げなかったり、不確実な事項について断定的な説明をするなど、
　お客様のご判断を誤らせるようなご案内は行いません。

●お客様に対する勧誘の適切さを確保するため、社内管理体制を整備するとともに、研修体制を充実させ関係法令
　や商品に関する知識の習得に努めてまいります。

●万一保険事故が発生した場合におきましては、保険金のお支払いの手続にあたり、迅速かつ的確に対応するよう 
　に努めてまいります。

●お客様のご意見等を商品の販売に反映していくように努めてまいります。

勧誘方針
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当社は、賃貸入居者と賃貸事業者のお客様に特化した少額短期保険商品「賃貸入居者総合保険」と「賃貸事業者総
合保険」を販売しておりますが、これら商品のほとんどは、当社と代理店委託契約を締結した不動産業および不動産
管理業者によって取り扱われています。当社では、これら保険の販売に携わる代理店の、法令に基づいた適正な保
険募集を推進し、ご契約者様へのサービス向上を図るため、代理店指導・研修体制を確立しています。

　　　当社代理店数
　　　　　2009年度末　　　1,658店

保険募集制度

当社と委託契約を交わした代理店が保険募集を行うためには、保険業法第276条に基づく内閣総理大臣への登録を受ける
ことが義務付けられており、また実際にお客様へ保険契約の手続きを行う保険募集人は、少額短期保険業の共通試験でも
ある「少額短期保険募集人試験」に合格し、内閣総理大臣への届出を行わなければなりません。

代理店登録および届出

代理店は当社に代わって、お客様に適切な保険商品をお勧めし、お客様のご意向を確認した上で保険契約を締結し、保険
料をお預かりします。保険商品をご案内する際には、商品パンフレット等で補償内容をご説明し、さらに「重要事項説明書」
に基づいて「契約概要」と「注意喚起情報」をご説明していきます。
また、少額短期保険商品には、被保険者1名あたりの引受保険金の上限が法令で定められており、その確認手続きも行って
います。

代理店の業務

お客様との保険契約においては、法令等で定められた保険募集のルールがしっかりと守られなければななりません。その
ため、当社では代理店の法令遵守の徹底を目的として、「募集コンプライアンスガイド」を作成し、保険募集人の研修に使用
しています。

代理店教育

当社は、代理店の保険募集業務が適正に行われているかを確認するため、当社営業職員による「代理店点検」を実施してお
り、さらに内部監査室による「代理店監査」を行うことで、代理店の法令遵守状況や業務遂行状況の実態を把握して、業務適
正化の指導を行っています。

代理店点検・監査の実施
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保険金の支払いは、保険事業の本来の目的そのものであり、少額短期保険業者として最も重要な業務であることを認
識し、常に公正かつ迅速な保険金の支払が行われるよう基本方針を守り、以下の態勢で業務を遂行してまいります。

保険金支払と損害サービス

●迅速、的確な損害調査を行い、公平、公正な保険金支払業務を遂行すること
●契約者および代理店に対して、処理経過の適切な報告を行うこと
●常に親切かつ適切なサービス対応を心がけ、保険契約者および代理店から高い信頼を獲得すること

損害サービスの基本

1.保険募集時においては、重要事項の説明ならびに契約者の意向確認を確実に行い、補償内容や保険金額について契約
　者の十分な理解を得たうえで、適切な保険契約手続きを行います。

2.保険金支払業務規程を定め、保険金の不払い、未払い、誤払いを防止するための実務手順を確立しています。

3.保険金支払拒絶事案および保険金請求に関する苦情案件について、その請求内容および当社判断の妥当性を再検討す
　るため、損害サービス部門、内部監査部門および顧問弁護士により構成される「保険金支払検証委員会」を設置し、該当
　案件の精査を行っています。

4.保険金支払状況は取締役会に報告し、適切な損害サービス業務の遂行を確認しています。

適正な保険金支払のための体制

損害サービス部門の役職員に対し、損害サービス業務に関する事務研修および個人情報の保護などに関する法令遵守研
修を毎年実施します。

損害調査要員の研修

当社は、損害サービス業務において事故受付業務ならびに損害調査業務を、株式会社プレステージ・インターナショナルに
委託しています。当社は委託先の監督と指導を行い、公正かつ迅速な保険金支払態勢を確保し、ご契約者の保護に欠ける
ことのないよう日常業務を管理しています。

業務運営


